
大阪府証紙徴収条例の廃止（概要）

会計局会計総務課
■廃止する理由

　・本府において手数料は、大阪府証紙徴収条例に基づいて別に指定するものを除き、証紙による収入の方法で徴収することとしてきたが、申請者にとっては、限定された販売場所に出向いて購入する必要があることや紛失のリスク、貼付の手間がかかるといった不便（煩わしさ）を伴うものとなっている。また、府にとっても集計等は人的作業によらざるを得ないものである。
　・現行制度の下でも50年以上が経過し、その間に様々な分野で情報化が進展するなど、便利な決済方法が普及する中、証紙（物品）で手数料を徴収する方法を改め、事務の実情に応じた方法により手数料を徴収できるようにするため。
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廃止条例公布・施行

　◆公布 　　　　　◆施行

周知期間、準備期間

経過措置 　 3末

証紙以外の方法による徴収

未使用証紙の還付      3末

証紙収入金特別会計（※） 　 ３末

                      年  次

  項  目

　◎主なスケジュール

※30年度の予算執行等について、出納整理期間中はなお従前のとおりとする。


■廃止の内容
大阪府証紙徴収条例（昭和39年大阪府条例第10号）は、廃止する。

・経過措置
　　　①　この条例による廃止前の大阪府証紙徴収条例に基づいて売りさばきを受けた証紙（著しく汚染し、又は毀損されたものを除く。以下「未使用証紙」という。）については、施行の日から起算して６か月の間は、従前の例により使用することができる。
　　　②　未使用証紙は、使用することができなくなった日から５年までの間
　　は、これを大阪府に返還して還付金の支払いを受けることができる。
　　・証紙売りさばき代金を整理するために設けた「証紙収入金整理特別会計」は、廃止する。
■施行期日
　・平成30年10月１日。ただし、証紙収入金整理特別会計の廃止については平成31年４月１日。
　（理由）証紙は、本府では113事務（平成28年４月現在）年間約450万件の申請に用いられているものであるので、円滑な証紙以外の収入方法への移行を図るため、申請者に十分な周知期間を設定するとともに、府においても準備期間を設ける必要があるため。

■政策アセスメント・制度間調整

　・手数料を徴収している部局長に対し、証紙以外の徴収方法への移行の可否等について文書照会（平成26年７月、平成28年６月：全手数料移行可）
　・利害関係者（証紙売りさばき人）に対し、説明会を開催（平成28年９月16日）
　・パブリックコメント実施予定（平成28年12月～29年１月）
　・本条例の廃止に伴い改正等を要する例規　別紙のとおり
